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要 旨

食育基本法の制定とその後の食育推進基本計画の策定をうけて，様々な場面で食育が展開さ
れている。文献情報データベースを用いて検索した結果，生活，調理，食事，医療，健康の分
野に比べ，農学分野の報告が少ない現状であった。全国農学関連大学では「食」 を冠する科
目がこの１０年で徐々に増加し，現在３６の関連科目が開講されている。大学附属農場では従来か
ら実習や講義で食育を実施してきているが，知・教育・研究の場として，特色ある食育活動も
見られるようになってきた。植物や動物の播種・飼育から調理して食するまでの一連の過程を
体験させる実習も行われている。また，教育機関としての特徴を生かして，食育を地域で担う
人材を育成する活動は，地域における効率的な食育活動の推進に役立つと考えられる。大学附
属農場は，その特質を生かした食育活動を開発し，展開することにより，他分野では実施でき
ないユニークな活動を行えると考えられる。
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はじめに

昭和５０年代中頃に形成された，摂取する栄養素の熱量がバランスのとれた「日本型食生
活」は，その後大きく崩れてきた。食料消費をめぐる社会情勢の変化，食の外部化・簡素化な
どから食習慣が乱れ，栄養バランスが崩れ，食生活の変化による健康問題から食べ残しや食品
の廃棄の問題まで食に関する多くの問題が顕在化してきた。これに伴い，食に関する関心が高
まる一方で，一般の人の食の知識は不足している。（内閣府２００６a,農林水産省２００６,河野美穂
２００７,食生活情報サービスセンター２００９）このような状況の中で２００５年６月には「食育基本
法」（内閣府２００５）が制定され，翌年３月には，食育の推進に関する施策を総合的・計画的に
推進するための「食育推進基本計画」（内閣府２００６b）が策定されて，２０１０年度の目標達成に向
けて，様々な分野で食育が始まった。全国附属大学農場協議会でも２００５年度に食育推進企画調
整室が組織されて，２００７年および２００９年に日本学術会議農学委員会農学分科会との合同シンポ
ジウム「食育の現状と大学附属農場等の果たすべき役割」 が開催された。本稿ではこれらの
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状況をふまえて，食育の流れを概観し，食育の現状についての解析をふまえて，大学附属農場
における食育活動の重要性を再確認するとともに，大学附属農場で実施されているいくつかの
事例を紹介して，今後の展望を述べる。

食育基本法と食育の定義

食育基本法は，近年の我が国の食をめぐる状況の変化に伴う様々な問題に対処していくた
め，食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進し，現在および将来にわたる健康で文化的な
国民の生活と豊かで活力のある社会の実現に寄与すること等を目的として，２００５年６月に公布
された（内閣府２００５）。これは，前文と４章（総則，食育推進基本計画等，基本的施策，食育
推進会議等）にわたる３３の条文からなる法律である。食育基本法の前文では，「食育を，生き
る上での基本であって，知育，徳育及び体育の基礎となるべきものと位置付けるとともに，
様々な経験を通じて『食』に関する知識と『食』を選択する力を習得し，健全な食生活を実践
することができる人間を育てるために，食育の推進が求められている」 とされている。しか
し，これは食育の性質や目的を表現したものであり，食育それ自体の定義にはなっていない。
河野公子（２００７）は食育基本法の記述から，「食育とは，食に関する知識と食を選択する力

を習得し，健全な食生活を実践できる人間を育てるための食に関する取組み・教育の総称であ
り，広く国民の啓発活動のことをいう」 と定義している。平成１８年版食育白書（内閣府
２００６a）によると，食育という言葉は，明治３１年に出版された右塚左玄著「植物養生法」 や村
井弦斎が明治３６年に出版した「食道楽」 の中で使われたことが記されている。石塚は食育を
「一定の食養生法により子どもの心身を育むこと」，村井は「食物についての知識を与えること
によって子どもの心身を育むこと」 として用いている（河野公子２００７）。
足立（２００５）は，食育とは「人間らしく生きる・生活する資源としての食，同時に健康の資

源でもある食を営む力を育てること。そして，これらを実現可能な社会を育てること」と定義
している。また，財団法人食生活情報サービスセンター（２００９）のホームページには「食育と
は，国民一人一人が，生涯を通じた健全な食生活の実現，食文化の継承，健康の確保等が図れ
るよう，自らの食について考える習慣や食に関する様々な知識と食を選択する判断力を楽しく
身に付けるための学習等の取組み」と定義されている。
このように「食育」 は古い言葉ではあるが，昨今のライフスタイルの変化に伴う食生活の

乱れや，産業構造の変化に伴う食料自給率の低下と相まって生じたフードバランス（津志田
２００６）の是正を基軸に，これに関連するすべての活動を総合的に推進することで次世代を健康
に生き抜く力を養うことにあるといえる。なお，食育基本法成立までの経緯や背景については
平成１８年版食育白書（内閣府２００６a），河合ら（２００６）および食の科学編集部（２００４）が詳し
い。

食育推進施策と大学附属農場の守備範囲

食育基本法第十六条で，内閣府に設置される食育推進会議が食育基本計画を作成することと
規定されており，第十七条～第十八条で都道府県および市町村がそれぞれ当該区域内における
食育推進計画の作成に努めるように規定されている。そこでは平成１８年から平成２２年までの５
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年間を対象とする計画が作成され，食育を国民運動として推進するにふさわしい数値目標が掲
げられている（内閣府２００６b，河野美穂２００７）。そして，食育基本法第十五条で，政府は毎年，
食育の推進に関して講じた施策に関する報告書を提出することが規定されており，食育白書と
して今までに平成１８年版～２１年版の４冊が発行されている（内閣府２００６a,２００７,２００８,２００９）．
食育基本法の第三章で，推進すべき七つの基本的施策が示されている。それは，（１）家庭

における食育の推進，（２）学校，保育所等における食育の推進，（３）地域における食生活の
改善のための取り組みの推進，（４）食育推進運動の展開，（５）生産者と消費者との交流の促
進，環境と調和のとれた農林漁業の活性化等，（６）食文化の継承のための活動への支援等，
（７）食品の安全性，栄養その他の食生活に関する調査，研究，情報の提供及び国際交流の推
進，である。
食育推進基本計画の中で，これらの具体的な取り組み施策が示されている。（１）家庭にお

ける食育の推進では，生活リズムの向上，子どもの肥満予防の推進，望ましい食習慣や知識の
習得，妊産婦や乳幼児に関する栄養指導，栄養教諭を中核とした取組，青少年及びその保護者
に対する食育推進，があげられている。（２）学校，保育所等における食育の推進では，指導
体制の充実，子どもへの指導内容の充実，学校給食の充実，食育を通じた健康状態の改善など
の推進，保育所での食育推進，があげられている。（３）地域における食生活の改善のための
取り組みの推進では，栄養バランスが優れた「日本型食生活」の実践，「食生活指針」や「食
事バランスガイド」の活用促進，専門的知識を有する人材の養成・活用，健康づくりや医学教
育等における食育推進，食品関連事業者等による食育推進，があげられている。（４）食育推
進運動の展開では，食育月間の設定・実施，継続的な食育推進運動，各種団体等との連携・協
力体制の確立，民間の取組に対する表彰の実施，国民運動に資する調査研究と情報提供，食育
に関する国民の理解の増進，ボランティア活動への支援，があげられている。（５）生産者と
消費者との交流の促進，環境と調和のとれた農林漁業の活性化等では，都市と農山漁村の共
生・対流の促進，子どもを中心とした農林漁業体験活動の促進と消費者への情報提供，農林漁
業者等による食育推進，地産地消の推進，バイオマス利用と食品リサイクルの推進，があげら
れている，（６）食文化の継承のための活動への支援等では，ボランティア活動等における取
組，学校給食での郷土料理等の積極的な導入やイベントの活用，専門調理師等の活用における
取組，関連情報の収集と発信，知的財産立国への取組との連携，があげられている。（７）食
品の安全性，栄養その他の食生活に関する調査，研究，情報の提供及び国際交流の推進では，
リスクコミュニケーションの充実，食品の安全性や栄養等に関する情報提供，基礎的な調査・
研究等の実施，食品情報に関する制度の普及啓発，地方公共団体等における取組の促進，食育
の海外展開と海外調査の推進，国際的な情報交換等があげられている。
これらの具体的な施策をみてみると，食習慣，郷土料理，地産地消，栄養バランス，食事バ

ランスガイド，栄養指導，栄養教諭，専門調理師，学校給食などといった食物，栄養分野に関
するものが多数を占め，また，生活リズム，肥満予防，医学教育といった健康に関するものも
多くとりあげられており，その一方で，大学附属農場の守備範囲は表面的にはあまりみえず，
農林漁業体験活動のみが関連するもののようににしか思えない。しかし，食育基本法では「国
民運動として，食育の推進に取り組む」ことが課題とされており，国民の一人一人が，自分の
できる範囲での食育活動を展開すればよく，専門知識を持った組織である大学附属農場では，
食育に関する様々な展開が実施できると期待される。特に，大学附属農場は専門教育機関とし

食育を巡る研究と大学附属農場の現状および展望

― ３ ―



ての「専門的知識を有する人材の養成」や研究機関としての「海外調査の推進」，「国際的な情
報交流」，「調査・研究・情報の提供」などの多くの場面で食育の推進に関与できるばかりか，
知の場，教育の場，研究の場としての大学附属農場の特色を生かしたユニークな活動が展開で
きる。

研究論文などにみる食育の動き

国立情報学研究所が運営する，論文情報ナビゲータ（CiNii）を用いて，２０１０年２月２１日
（収録数１２,７４２,５０５件）に「食育」 をキーワードに論文情報検索を実施した。その結果，１９８２
年以前は「食育」 の用語を含む論文はみられなかったが，１９８３年，１９８５年に各１件，１９９３年
および１９９４年に各２件，１９９６年に６件が掲載された。その後１０報内外が掲載されたが， ２００３
年７０件，２００４年２４４件と，国会において「食育」 に関連した法律の審議・整備が進展したのに
伴って，「食育」 をタイトルにした論文が急増した。２００８年までに２,３５２件が論文等として公
表されている。（表１）
日本の学術機関リポジトリに蓄積された，学術雑誌論文，学位論文，研究紀要，研究報告な

どの学術情報を横断的に検索できる，学術機関リポジトリポータルJAIROを用いて，「食育」
をキーワードに検索を実施した。検索実施日の２０１０年１月１１日現在，JAIROには１３５機関，
７８５,８７２件が蓄積されていた。検索の結果，学術雑誌論文から１２件，学位論文から２件，紀要
論文から５６件，研究報告書およびその他から各１件の，計７２件が抽出された。この中で，論文
タイトルに「食育」 が含まれているものは５５件であり，幼稚園～大学までの学校に関するも
のが４３件であった。内容についてみてみると，生活にかかわる課題が１４件，学校給食，食事，
食材，料理や栄養教諭など調理や食事に関するものが３４件，生活習慣病，肥満など医療や健康
に関するものが９件であったのに比べ，農業体験や家畜など，農学に関する報告は６件と少な
く，家庭科・生活科の１１件と比較しても非常に少ない数であった。
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表１ CiNIIで検索される「食育」および「食農教
育」該当文献数．

食農教育食育発刊年
０１２１９９６年以前
１１５１９９７年
２７１９９８年
２６３１９９９年
６２１４２０００年
１８８２６２００１年
１５４２２２００２年
１９４７０２００３年
１９８２４４２００４年
２１１３１３２００５年
２２０４１９２００６年
２１５６４２２００７年
２２６５６５２００８年
１６９７２３５２合計



一方，筑波大学附属図書館は筑波大学を含む３３大学の機関リポジトリを横断的に検索するシ
ステムを有している。筑波大学学内プロジェクト機関リポジトリ横断検索を用いて，「食育」
をキーワードに２００９年１２月６日に検索した結果，１０１件が抽出された。その中で，論文タイト
ルに「食育」 が含まれているものは１９件であった。内容についてみてみると，生活にかかわ
る課題が１４件，学校給食，食事，食材や食の安全など調理や食事に関するものが２２件，生活習
慣病，肥満など医療や健康に関するものが１８件，地域社会に関するものが１２件であったのに対
し，農業体験は３件，栽培および家畜はそれぞれ１件と，農場が扱う作物の栽培や家畜の飼
育，これらを含めた農業体験に関する報告は少なかった。
日本農学文献記事索引は，農学一般，農業経営，化学，食料，農業工学，畜産，林学，水

産，蚕糸，基礎科学など，国内で毎年発行される農林水産関係の学術雑誌約５００誌に掲載され
た論文等の書誌情報を収録している。農林水産省農林水産技術会議事務局筑波事務所で運営す
るAGROPEDIAを用いて日本農学文献記事索引を対象に２００９年１１月１０日に「食育」 をキー
ワードとして検索した結果，１１件が抽出され，このうち７件が「食育」 に関するもので，「食
育」 が論文タイトルに入っていたものは４件であった。具体的には農業動物介在教育の効果
についてが１件（永井ら２００４），子供のおやつの意識調査が１件（奥村・石井２００７），食品関連
業者の食育の紹介が１件（清水２００６），地方の町で実施した食生活と食育に関するアンケート
調査が１件（上岡２００６），アメリカと日本の食育の実践事例の対比・解析が１件（西山２００７），
日本とイギリスの報告書を対比させてフードシステムの持続可能な発展のための取り組み分野
と方策について検討した１件（加納２００７），地産地消が１件（佐々木２００２）であった。
農学の分野では「食農教育」という用語が用いられている場合もある。そこで，日本農学文

献記事索引を対象に「食農教育」 で検索した結果，３件と「食育」で該当する論文数１１よりも
著しく少ない数で，その内容は地産地消が２件（佐々木２００２，管野・門間２００７），農業高校の
存在意義に関する論文が１件（佐々木ら２００１）であった。また，CiNIIで検索した結果，「食農
教育」に該当する論文の初見は１９９７年で，「食育」該当論文の１９８３年より１４年遅れていた（表
１）。しかし１９９９年以降の該当論文数は「食育」より多く，特に２００１年以降は急増し，２００８年
までに１,６９７件が該当した。これは「食育」該当論文数２,３５２件の７２%に相当した。その理由と
して，１９９８年に創刊された雑誌「食農教育」の存在が考えられた。そこで，掲載雑誌ごとの該
当論文数を調査してみると，雑誌「食農教育」への掲載数が１,４９２件と該当全数の８８%を占め
ており，以下，「月刊JA」，「農業協同組合経営実務」で，この上位３誌だけで全体の９２.５%を
占めていた（表２）。すなわち，「食農教育」という用語は限られた雑誌や組織で専ら使用され
ている用語であることが明らかであった。
雑誌「農業と経済」では２００４年９月号で，「『食育』何を目指しているのか」 と題した特集

記事を掲載した。これには八つの記事が掲載されているが，それらが扱ったテーマは食育の，
背景（針谷２００４），動向（島田２００４，姫田２００４），意義（光岡２００４），学校給食（幕内２００４），食
生活（伏木２００４），食品産業（清水２００４）であり，農業の視点でとらえたものは佐藤（２００４）
の一つであった。また，同誌は２００７年に，「『食育』どこまで進んだか」 と題する特集をし，
食育の取組について９件の記事を掲載している。ここでは，食育白書（河野美穂２００７），子ど
もの食環境（岡田２００７），食による地域活性化（中田２００７），産直（栗田２００７），学校給食（文
部科学省スポーツ･青少年局学校健康教育課（２００７），子どもの健康分科会（塚原・江澤

（２００７），日本食育学会（中村２００７）に加えて，生産者がとりくむ食育（橋本２００７），子どもの
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農業体験（子どもファーム･ネット推進協議会全国事務局２００７）の農業および農業体験からの
食育の取組が紹介されている。
以上より，文献情報データベースを用いた検索結果から，大学附属農場で扱う作物や家畜を

直接の対象にした食育を扱った研究報告はきわめて少ないことが明らかとなった。今後は大学
附属農場における食育分野での研究の進展が必要であり，今後の日本の教育の方向に合致した
活動を展開し，また，現に実施している作物や家畜を対象にした食育活動をPRして，大学附
属農場の食育における貢献や食育推進の上で大学附属農場が重要な立場にあることを広く認知
させることが，大学附属農場における取り組みとして重要であると考える。

全国農学関連大学における食に関連した講義科目

筑波大学農林技術センターで構築・運営している農学教育カリキュラムデータベース（比企
ら２００３）を用いて，全国の農学関連大学において実施されている「食」に関連した講義科目を
抽出した（表３）。このデータベースは全国の農学関連学部を設置している大学から開設授業
科目表などの資料を取り寄せ，開講されているすべての科目をデータベース化したもので，水
産学関係を除く１９８３年以降の農学関連学部の科目が登録されている。なお，表３で示した開設
科目数は，「･･･コース」，「･･･専攻」，「･･･課程」，「･･･特別カリキュラム」，「･･･分野」，「･･･
系」などの名称で学科内に設けられたカリキュラム上の区分を「コース」として扱い（田島
２００３），開設されているコースの数を示している。従って一つの大学でも複数のコースで開設
されている場合は２以上の数値となる。
１９８３年から２００８年までの開設科目について検索した結果，農学関連大学では「食育」 を冠

した科目は一つも開設されていなかった。一方，「食」が科目名に入るものは，１９８４年までは
２科目であったが，その後は４科目に増え，１９９１年から６科目，２０００年からは１０科目，２００３年
には２０科目となり，２００８年は全国で３６の「食」の字を冠する科目が開講されている。また，開
設されているコース数も科目数の増加とともに増大し，２００８年は全国の農学関連大学の９７の
コースで「食」の字を冠する科目が開講されている。「食育」 を科目名に付けている科目は見
られなかったものの，２００５年には「食農教育論」が東京農業大学国際食料情報学部の１学科３
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表２ CiNIIで検索した「食育」および「食農教育」該当論文掲載
誌．

食農教育食育掲載雑誌名
（８７.９）１４９２（７.０）１６４食農教育
（３.９）６７（０.４）１０月刊JA
（０.６）１０（０.４）１０農業協同組合経営実務
（０.３）５（０.１）３日本農業教育学会誌
（０.２）３（２.１）５０農業と経済
（０.２）３（０.０）０環境教育
（０.２）３（０.３）６畜産の研究
（１００）１６９７（１００）２３５２該当文献数１）

注）１；２００８年までに発刊された雑誌等に掲載された全該当論文数．
２；括弧内の数値は全該当論文に占める各雑誌掲載論文数の割合

（％）．



コースで，「食農関係論」 が宮城大学食産業学部の３学科で，２００６年にはこれに加えて「食農
教育学」 が東京農工大学農学部の５学科で開設された。２００７年には茨城大学農学部の３学科
７コースでも「食農教育論」 が開設されるようになり，現在まで続いている。
各種データベースで検索した論文タイトル検索結果と異なり，大学の教育科目で「食農教

育」の用語を用いた科目が多かった理由として，これら大学で実施される科目は「教育」科目
であることがあげられる。すなわち，教育者である大学教員が教育の受け手である学生に対し
て実施する食と農に関する知識・技能の教示であるがゆえに「食農教育」を冠した講義名と
なっていると考えられる。一方，「食育」は必ずしも指導者から受けてへの一方的な教示であ
る「教育」だけではなく，「育む」ことであり，そこには「教育」すべてを包含する広い概念
と捉えることができる（河野公子２００７）。ちなみに，大学の授業科目では知識の教育である講
義科目には「食」を冠した科目がみられたが，技能の教育である実習科目には見られなかった
（表３）。

大学附属農場の食育の現状と実施事例

全国大学附属農場協議会食育企画調整室が２００８年１０月に食育活動の実態についてアンケート
調査を実施した結果，加盟５３大学の６４％にあたる３４大学から回答が得られた。その結果，加盟
大学のほぼ半数で食育活動が実施されており，実施大学では１年に平均で１.７プログラムが実
施されていることが報告された（中司２００９）．大学附属農場における食育活動は附属農場の教
員，技術職員，事務系職員が地域の一般市民，学生，小学生，親子，教員などを対象に実施し
ている。詳細な解析結果については今後の報告を待たねばならないが，社会貢献が，教育と研
究とともに大学の責務の柱の一つであり，食育基本法により我が国が一丸となって食育を推進
しようとしている中では，大学附属農場においても食育活動の実施率のさらなる向上が望まれ
る。中司（２００９）は，「大学附属農場の持つ農業生態系，生産技術，人的資源，農業生産物お
よび農業廃棄物を活用し，今まで実施してきた農場実習や公開講座などの経験を生かして，地
域社会との連携，大学内での協働，学内外専門家とのネットワークを活用して先進的な食育に
取り組む」ことが期待されており，「守り継承する食育から創り深める食育へ展開」すること
が必要であるとした。以下では特色ある食育の取組を実施している大学の事例を紹介する。

１．茨城大学の「自然共生型地域づくりの教育プログラム」
茨城大学は平成１７年度に文部科学省の現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代GP）で

「自然共生型地域づくりの教育プログラム―都市周辺の荒廃農林地再生に向けた農学教育の新
展開―」が選定された。このプログラムは耕作放棄地の再生に取り組む市民ボランティアの活
動や附属農場が実施する公開講座「家庭菜園講座」，地産地消活動への政策提言に学生が参画
することで，新たな農学教育を開発する取組である。（中島２００８，小松崎２００６）その中の一つ
である「家庭菜園講座」は遊休荒廃地を利用した市民農園への市民の参加支援を目的に，野菜
栽培の初心者に，土づくりおよび野菜栽培の基礎知識を講義するとともに，実習圃場で２０種程
度の野菜を栽培し，指導する活動である。
この活動を通じて，参加した市民は新鮮な野菜を見て，食べて，野菜を再認識するととも

に，野菜の知識や栽培の知識を習得する（小松崎・原２００８）。また，この活動支援をする学生
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表 R 全国農学関連大学で実施されている食に関連した講義科目の推移�D

２００８
２００７
２００６
２００５
２００４
２００３
２００２
２００１
２０００
１９９９
１９９８
１９９７
１９９６
１９９５
１９９４
１９９３
１９９２
１９９１
１９９０
１９８９
１９８８
１９８７
１９８６
１９８５
１９８４
１９８３講義名

３６２６２６２４２０２０１５１２１０９８７７６６６６６４４３３４４２２総科目数
９７８２７６６３４９４７３６３２３２２７３０２３２３２１１６２１２１１８１３１３５５４４２２開設コース数

１１１１食物史
１１１１農家食生活論

９８１０１０８７７９８８８８８８４３３３３３３３１１食生活論
１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１食文化史
１１１１１２２２２１１２２２１１１１１１１１比較食文化論

１１１１１８８８８８食物文化史
４４４食と緑の科学

７６６６６６５６９７８６６５５４４１食文化論
１１１１１１１１１１４４４４４食の科学

１１１１５５５５１１１１食と文学
１１１１食生態学

２２２２北海道の食物学
２２２２２２２２２食生活と健康

１１１１健康と食生活
２１１１食環境学
１１１１大阪の食とみどり論

１０１０９９９９共通総合科目５〈飢餓と飽食〉
２２２２食の文化論

４４４４１１１食生活史
１１１１１食文化･消費経済論

７７７７７６食の倫理
１１１１１１食環境マネージメント

１１１１食物と環境
１１１１食物健康論

１１１食生活健康論
１１１食の安全性学

１１１１食文化実習
１１１環境・生命・食の基礎演習
１１１環境・生命・食をめぐる先端科学

１食物文化学
１０１０３３食農教育論
３３３３食農関係論
３３３３食の安全・安心
５５５食農教育学
４４４食文化と地域
２２３現代の食と農を考える
３３３食と農の経済学
１１１食物文化論
１１１食と緑のインターンシップ
２２食と健康論
１２環食同源論入門
１１食と健康
１１有機農業･食文化論
１３食の安全科学
２水と食の環境論
１「食と農」を学ぶ
１食・農学倫理
１食と健康関係学
１食事安全性学
１食事学
１食生活環境論
１食物と健康Ⅰ
１食物と健康Ⅱ
１食物と健康Ⅲ
１食物と健康Ⅳ
１生命・食の基礎演習
１生命・食をめぐる先端科学

注）表中の数字は，開設科目数は異なる科目名の数を示し，他の数値は同一科目が学部、学科、コースで実施されている総数を示す。



にとっては，実践により自身の栽培知識をふくらませ，市民の喜びにふれることで野菜栽培や
野菜それ自体を再認識して，食や農についての深い愛着を持つようになるものと思える。この
家庭菜園講座は現代GPが終了した２００７年以降も，年間の実施回数を増やして，継続して開講
されている。

２．宇都宮大学の「食農関連人材養成プログラム」
宇都宮大学では生涯学習教育研究センター，農学部および附属農場が連携して，「対話力に

富み『食と農』に精通した人材の育成および農業集団の育成のためのプログラム」を平成１９年
度に立ち上げた。このプログラムは，コミュニケーション能力を具備し，食と農に関する普及
啓発活動や社会教育活動を指導的立場で実施できる人材を養成する課程で，主となる食農ファ
シリテーター養成コースと，その入門の，モニター受講生コースの２コースが開設されている
（戸室２００９，宇都宮大学２００９）。

食農ファシリテーター養成コースは，農，食，地元の食材，対話力に関する講義および演
習，フィールドワークなど１８０時間に及ぶ学習を実施し，卒業レポートを作成して，資格認定
試験による審査に合格することで，食農ファシリテーターの資格が受講者に授与される。モニ
ター受講生コースは養成コースで開設されている科目の中から興味のあるものを受講して大学
の知にふれることを目的としたコースで６０時間以上の受講で修了証書が交付される。大学附属
農場は実習教育および講義の場として，また，人材の提供を行い，プログラム開発も担ってい
る。

３．帯広畜産大学の「全学農畜産実習」
帯広畜産大学では平成１４年に学科の改組を行い，畜産管理学科，畜産環境科学科，生物資源

科学科を一つの畜産科学科とし，これを九つの専門教育ユニットで構成して，学年進行の中で
ユニットを選択するシステムを導入した。そしてユニットを選択する上で必要となる農畜産の
基礎知識や経験を蓄積させるために，農獣医学科も含めた１年次生全員に実習を履修させる
「全学農畜産実習」を開始した。この実習では畑の準備，作物栽培管理・収穫，羊の毛刈り，
乗馬実習，搾乳実習，肉製品・乳製品の生産，市場調査，農業機械操作を実習する。（小池ら
２００６）この取り組みは大学の本務である学生教育の質を高めることにつながっており，同大学
出身者は最終的な本人の専門学習分野にかかわらず，全員が作物栽培から収穫，畜産，食品加
工，農業経済および農業機械に関わる経験をつんで卒業することになる。
特に注目したいのは平成１９年度から開始した，「豚の飼育」，「豚のと殺解体および枝肉の分

割」，「ソーセージ製造」 実習で，肉用子豚を育成期から出荷までの約６０日間，クラスごとに
飼育し，学生が飼育したこの豚をと殺解体し，枝肉を各部分肉に分割し，この豚肉を塩漬け，
肉挽き後，フランクフルトソーセージを製造し，試食する一連の実習である（帯広畜産大学
２００９）。この相互に関連した一連の実習により，学生は畜産とこれにかかわる食の一連の過程
を経験できることになり，これを通じて，食の本質である命をいただくこと，食を粗末にでき
ないことなど，一般の実習では得難いものを得ることができる。

４．筑波大学の「食と緑のマイスター育成講座」，「雑穀を用いた食育」
筑波大学は「新しい課題対応型体験学習プログラムの開発―地域連携によるマイスター育成
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講座への運営参加を通して―」を取組課題として，平成１７年度に現代GPに採択された。生物
資源学類はその中で，食および環境の分野で，地域の食育および環境教育を実践する自立的市
民を育成するプログラム，「食と緑のマイスター育成講座」を運営した（林２００６，林・大澤
２００８）。食育の分野では，自家製チーズを作ることでミルク文化の源流を体験的に理解し楽し
む市民を育成する「自家製チーズを楽しむ」 コース，食に関する生産・流通・加工を体験・
実習しながら食のリスク分析能力を涵養し，安全で安心な未来型食生活を築ける人を育成する
「フューチャーダイニング～安全・安心な食卓づくり～」コース，雑穀を栽培して食べるまで
の過程を学習し，初等教育や社会教育における雑穀を用いた食育を実践できる人を養成する
「雑穀を用いた食育」 コースの３コースが運営された。平成１９年に現代GPが終了した後も，
現在までフューチャーダイニングコースおよび雑穀を用いた食育コースは運営されている。
これらのコースはいずれも，実習と講義および個別課題に取り組む課題別学習を通して，食

に関する科学，技術，文化の，高い見識とこれらを自主的に地域社会の活性化に活用する人材
の育成を目指しており，修了生はお互いに連携しあいながら地域社会の中で独自の食育活動を
展開している。
「雑穀を用いた食育」コースは，農林技術センターを実習の場として雑穀の播種から管理，
収穫，調整の一連の栽培，調整・加工技術の実習を実施する一方で，小学校をその実践の場と
して，総合的な学習の時間の中で「雑穀を用いた食育」を実施している（林・大澤２００６）。小
学校における雑穀の播種から収穫までの教育をサポートすることで，コース終了後の自立的社
会貢献活動を想定した経験をする。小学校では児童が自ら栽培し，収穫した雑穀を用いた調理
実習を実施して，食のよろこびを実感するようにしている。ここで作る調理メニューやレシピ
も，実施する学年，人数，時間数に応じたものを，市民が学生と一緒に検討し，作成する。
（林２００６，林・大澤２００８）

平成２１年は，このコースを修了した市民が，自ら活動の場となる小学校を発掘し，総合的な
学習の時間を使って雑穀を用いた食育を展開した。筑波大学ではこの市民の活動をサポートす
る形で食育を推進するとともに，平成２１年度受講生の小学校実習の場としても活用した。

大学附属農場における食育の展望

大学附属農場で実施されている農場実習は，大学の本分である学生教育における重要な体験
学習であり，特に大学入学者の少なからぬ割合が入学前に作物生産や家畜飼育を経験していな
い現代においては，農学教育上，必要不可欠で，以前より農学教育における大学附属農場の重
要性は増している。そこで重要なことは，実習で学生が培育したものを食べて，その成果を実
感することで，食育としての実習の意味も高まってくることである。
食育基本法第六条（内閣府２００５）では，食に関する体験活動の実践を謳っている。また，学

校における総合的な学習の時間の中で，子どもたちの「生きる力」 を育成するために，現実
にふれる実際の体験が必要であると言われている。しかし，ただ単に体験させればよいかと言
えば，そうではなく，本物を体験させることが重要と考える。バケツ稲は日本人の主食である
コメの栽培を各個人が実施でき，コメを収穫できるイネの観察が容易にできることから，日本
中で総合的な学習の時間などを利用して広く取り組まれている活動である。第１４回となる平成
１４年度JA全中の「バケツ稲づくりコンテスト」 には全国２４,０００校の小学校の３割以上で実施
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され（農文協論説委員会２００３），平成１８年には４５２,０００セットが配布された（朝日新聞福島県版
２００６）。また，バケツ稲に続けとばかりに，教材に利用できる作物品種が育成され，食育に利
用されるようになってきた（千葉ら２００６）。大学附属農場がこれらの活動に負けない特色ある
食育活動を展開するには，業である農，すなわち，作物生産，畜産を手段とした，実農家に相
当する規模と栽培・飼育期間を通しての経験学習が重要ではないだろうか。手軽に，どこでも
という特徴とは逆の，広大で，そこ（附属農場）でしかできない，実際の農家の労働に相当す
る活動を伴う学習が，特徴ある，他ではまねのできない食育の展開につながるものと思う。私
たちの食がどのようにして作られてきているのかを自ら栽培することにより知ることができれ
ば，食の重要性や食べ物を大切にする基本姿勢は自ずと身につくはずである。そして，次世代
を担う大学生にこのことをしっかり教育することが何より重要である。そのような食育が実践
できる数少ない場の一つが，専門知識を持つ大学附属農場である。
大学の本分である教育についても考える必要があろう。すなわち，市民の知的好奇心を満足

させる公開講座も重要であろうが，これでは，いつまでたっても大学が市民に教育する一方通
行の教育，食育であり，活動が広がらない。これに対し，筑波大学等が取組む人材育成が食育
の裾野を広げ活発な展開をする上で何より重要である。「雑穀を用いた食育」では，すでに講
座を修了した市民が，自立的に地域社会で食育活動を実践しており，大学が社会に貢献し，貢
献された社会の構成員が更に社会に貢献し，大学の一つの活動が何倍にも広がる姿を描くこと
が可能となる。そこでは市民は単なる教育の受け手ではなく，大学のパートナーとなり，自ら
が食育を実践する立場となる。大学はこのような人材育成を通じて食育活動の効率的かつユ
ニークな展開が可能となる。（林２００８，２００９）。
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宇都宮大学 ２００９．平成２１年度食農関係人材養成プログラム，食農ファシリテーター養成コース，モニ

ター受講生募集要項．http://manabi.utsunomiya-u.ac.jp/syokunou/H２１bosyuyoko.pdf
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